
第５回海外展開支援施策説明会

欧州への販路開拓に向けた機会と戦略
～EPAの活用方法と知的財産の留意点、先進事例～

2019年2月の日EU・EPAの発効により、両地域におけるほぼ全ての関税の撤廃や、企業
の海外展開促進に係るルールの整備などが進んでおり、なかでも食品は、多くの分野で関税
が即時撤廃される等、欧州市場への輸出促進が期待されています。こうした中、企業は原産
地証明に係る社内体制やサプライヤーとの協力体制の整備などが急務となっています。
本セミナーでは、日EU・EPAのメリットやその活用方法、EU地域へ進出した企業の事例、
海外での知的財産管理の重要性等、企業に役立つ情報を提供します。
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令和3年3月19日(金) 16:00～18:15
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催
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◆九州経済国際化推進機構
◆経済産業省
◆九州経済産業局
◆（一社）九州経済連合会
◆九州知的財産活用推進協議会
◆(独)日本貿易振興機構（JETRO）
福岡貿易情報センター

◆(独)中小企業基盤整備機構 九州本部

九州経済産業局 国際部 国際課
（担当 井手／樋口）

TEL：０９２－４８２－５４２４
E-mail：Kyukokusai＠meti.go.jp

下記URLの申込みフォームからお申し込みいただくか、FAXまたはメールでお申し込み
の方は、必要事項をご記入の上、九州経済産業局 国際部 国際課
（FAX０９２－４８２－５３２１）までお申し込みください。
https://mm-enquete-cnt.meti.go.jp/form/pub/kyusyu-kokusai/kaigaitenkai07
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※オンライン開催｜webex meeting

※参加用のURLはお申し込み後、当日までにメールにてご連絡致します。

プ
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開会挨拶
九州経済産業局 国際部長 飛矢崎 峰夫

①「日EU・EPA及び日英・EPAの概要について」
経済産業省 通商政策局 経済連携課 安達 英明 氏

②「ブレグジット後のEU英国間の貿易上の留意点について」
（独）日本貿易振興機構 欧州ロシアCIS課長 田中 晋 氏

③「中小企業 海外展開事例紹介」
安井株式会社 開発部長 荒殿 剛 氏

⑤「EU市場の最新動向について(フランスにおける食品市場)」
（独）日本貿易振興機構 パリ事務所 浅見 武人 氏

④「かのやから世界へ。パリコレからの挑戦。」
大海酒蔵株式会社 取締役 山下 正博 氏

⑥「経済産業省の主な海外展開支援施策」
九州経済産業局 国際部 国際課

質疑応答及び途中休憩（10分）

質疑応答（10分）

https://mm-enquete-cnt.meti.go.jp/form/pub/kyusyu-kokusai/kaigaitenkai07


お申込み

氏名【必須】 所属・役職

住所 〒 電話番号【必須】

メールアドレス【必須】
＠

FAX番号

企業名・団体名（個人の場合不要）

業種

□製造業 □建設業 □情報・通信業 □運輸業 □農業 □金融・不動産業 □卸売業（商社含む）・小売業
□飲食業 □各種サービス業 □学術・研究機関 □官公庁・自治体・支援機関等 □その他

※本参加申込書の個人情報については、主催機関で適切に管理し、本セミナーの運用にかかる目的にのみ使用いたします。
※参加用のURLを当日までにメールにてご連絡しますので、メールアドレスは必ずご記入ください。

募集期間

参加申込書
下記に必要事項をご記入の上、FAXまたはメールにてお申し込みください。

申込日

URLの申込みフォームからお申し込みいただくか、FAXまたはメールでお申し込みの方は、下記の必要な事項をご記入の
上、九州経済産業局 国際部 国際課 （FAX０９２－４８２－５３２１）までお申し込みください。
https://mm-enquete-cnt.meti.go.jp/form/pub/kyusyu-kokusai/kaigaitenkai07

企業・支援機関紹介

大海酒造株式会社
大海酒造㈱の取締役兼大海酒販㈱の代表として、海をテーマにした焼酎の開発と共に、地元だけ
でしか飲まれていなかった焼酎を日本中へ広め、 現在欧州への拡販へ取り組んでいます。常に時代の
ニーズを探求し、焼酎に対して一切の妥協を許さないのが身上です。
鹿児島を代表するブランドとして、これからも走り続けます。
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欧州への販路開拓に向けた機会と戦略
～EPAの活用方法と知的財産の留意点、先進事例～

2/19(金) ～3/16(火)正午

安井株式会社
射出成形、印刷、発泡スチロール、商事の事業を展開しており、最近では、医療機器製造業・製造
販売業許可を取得し、本格的なメディカル事業への取組みも開始しています。医療機器受託製造を
はじめ、2016年からは自社開発のオリジナル製品である医療用鈎(クラスⅠ)を日本市場及び海外市
場(EU、アジア等)に販売しています。

日本貿易振興機構（JETRO）
海外55カ所76事務所、国内貿易情報センター48事務所、1支所からなるネットワークを活用し、
対日投資の促進、農林水産物・食品の輸出や、中堅・中小企業等の海外展開支援に取り組むとと
もに、調査や研究を通じ我が国の企業活動や通商施策に貢献します。

講師への質問（ 様宛て）

https://mm-enquete-cnt.meti.go.jp/form/pub/kyusyu-kokusai/kaigaitenkai07
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